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２ 住所の更正

〔13〕 登記記録上の住所が戸籍の本籍である場合、住所の変
更又は更正の登記を要するか

本籍をもって住所が登記されている登記名義人を義務
者とする登記を申請する場合、住所の変更又は更正の登
記を申請する必要があるか。

結 果

必 要

チェックポイント

本籍をもって住所が登記されている所有権の登記名義人を義務者と

する登記を申請する場合には、当該登記の前に、住所の変更又は更正

の登記をする必要があります。

現在の住所を証する書面（住民票又は戸籍の附票）に記載されてい

る本籍と符合している場合であって、住民票等における住所を定めた

日より前に本籍を住所とする登記がされているときは、現在の住所を

証する書面を添付して、登記名義人の住所の変更の登記をすることに

なります。

一方、住民票等における住所を定めた日より後に本籍を住所とする

登記がされているときは、現在の住所を証する書面を添付して、登記

名義人の住所の更正の登記をすることになります。

なお、登記名義人の住所更正の登記については、住民票の除票に記

載がない旨の証明書を添付しなくてもよい場合があります。
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参 考

◆不在住・不在籍証明書の利用

令和元年６月19日までは、住民票の除票や戸籍の附票は保存年限が

５年と定められていたため、過去に住んでいた住所が記載された住民

票の除票や除籍の附票が廃棄されている場合があります。

住民票の除票や除籍の附票が廃棄されているため、登記記録上の住

所から現在の住所までの住所の移転等の経緯を確認できない場合に、

証明する日現在で「（登記申請人について）証明書に記載された住所に

住民票がない」ことを証明する書面が、不在住・不在籍証明書です。

登記実務では、誤って本籍を住所として登記をした場合の更正登記

の申請書には、本籍が表示されている住民票又は戸（除）籍謄本を添

付すればよいとされていることから（昭32・10・４民三882）、登記名義人

の氏名又は住所の更正登記の申請書には、不在住・不在籍証明書のう

ち除票に記載がないことの証明書がなくても、戸籍の附票の謄本によ

り登記名義人の登記記録上の住所に該当する記載のないことが確認で

きれば、当該申請を受理できるとされています（昭32・10・４民三881）。

＜申請情報＞
(１) 住所変更登記の場合

登記の目的 所有権登記名義人住所変更
原 因 昭和○年○月○日住所移転
変更後の事項 住所 Ａ市Ｂ町100番地
申 請 人 Ａ市Ｂ町100番地 甲
添 付 情 報 登記原因証明情報 代理権限証明情報
登録免許税 不動産１個につき金1,000円
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(２) 住所更正登記の場合

登記の目的 所有権登記名義人住所更正
原 因 錯誤
変更後の事項 住所 Ａ市Ｂ町100番地
申 請 人 Ａ市Ｂ町100番地 甲
添 付 情 報 登記原因証明情報 代理権限証明情報
登録免許税 不動産１個につき金1,000円
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〔64〕 住居表示による本店変更と商号変更を１件の申請情報
で申請できるか

所有権の登記名義人として登記されている株式会社の
本店が、住居表示実施により変更された後に商号を変更
した。また、商号を変更した株式会社の本店が、商号を
変更した後に住居表示実施によって変更された場合、１
件の申請情報で申請することは可能か。

結 果

可

① 住居表示による本店変更後に、商号変更をした。

Ａ市Ｂ町 100 番地
平成株式会社

Ａ市Ｂ一丁目
2番 3号
平成株式会社

Ａ市Ｂ一丁目
2番 3号
令和株式会社

登記記録
令和7年４月１日
住居表示実施

令和7年5月1日
商号変更

② 商号変更後に、住居表示による本店変更があった。

Ａ市Ｂ町 100 番地
平成株式会社

Ａ市Ｂ町 100
番地
令和株式会社

Ａ市Ｂ一丁目
2番 3号
令和株式会社

登記記録
令和7年４月１日

商号変更
令和7年5月1日
住居表示実施

チェックポイント

①及び②ともに、登記原因を併記し、１件の申請情報で申請するこ
とができます（昭32・３・22民甲423）。なお、住居表示実施による本店変
更及び商号変更を登記原因とする登記名義人住所・名称変更を同一の
申請情報で申請する場合には、登録免許税法５条４号の適用はないた
め、いずれの場合も不動産１個について1,000円の登録免許税の納付
を要します（登税別表１一（十四）、登研219・64、243・75）。
なお、法人識別事項の登記については、第４章第１節第１をご参照

ください。
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＜申請情報＞
① 住居表示による本店変更、商号変更の場合

登記の目的 所有権登記名義人住所、名称変更
原 因 令和７年４月１日住居表示実施

令和７年５月１日商号変更
変更後の事項 本店 Ａ市Ｂ一丁目２番３号

商号 令和株式会社
（会社法人等番号 ○○○○-○○-○○○○○○）

申 請 人 Ａ市Ｂ一丁目２番３号
令和株式会社
（会社法人等番号 ○○○○-○○-○○○○○○）
代表取締役 甲

添 付 情 報 登記原因証明情報 会社法人等番号
代理権限証明情報

登録免許税 不動産１個につき金1,000円

② 商号変更、住居表示による本店変更の場合

登記の目的 所有権登記名義人住所、名称変更
原 因 令和７年４月１日商号変更

令和７年５月１日住居表示実施
変更後の事項 本店 Ａ市Ｂ一丁目２番３号

商号 令和株式会社
（会社法人等番号 ○○○○-○○-○○○○○○）

申 請 人 Ａ市Ｂ一丁目２番３号
令和株式会社
（会社法人等番号 ○○○○-○○-○○○○○○）
代表取締役 甲

添 付 情 報 登記原因証明情報 会社法人等番号
代理権限証明情報

登録免許税 不動産１個につき金1,000円
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〔153〕 法人識別事項が変更された場合、所有権の変更登記
の申請を要するか

法人である所有権の登記名義人について、法人識別事
項が変更された場合には、所有権の変更登記を申請する
必要はあるか。

結 果

必 要

チェックポイント

１ 法人識別事項を変更する登記
法人識別事項が変更された場合には、所有権の登記名義人の表示変

更登記ではなく、所有権の変更登記を申請することとなり、その登記
は、所有権の登記名義人である法人が単独で申請することができます。
また、法人識別事項を誤って登記した場合も、所有権の登記名義人

が単独で所有権の更正登記を申請することができます（不登則156の４、
令６・３・22民二551第２部第１・４）。

２ 法人識別事項を変更又は更正するための登記事項
法人識別事項を変更又は更正するために申請する所有権の変更又は

更正登記の登記事項は、不動産登記令３条１号から12号に掲げられる
もののほか、変更後又は更正後の法人識別事項となります（不登令別表
ᾩ申請情報欄イ、令６・３・22民二551第２部第１・４）。

３ 法人識別事項を変更又は更正するための登記の添付情報
法人識別事項を変更又は更正するために申請する所有権の変更又は

更正登記の申請には、不動産登記令７条１項１号から５号に掲げられ
るもののほか、法人識別事項が変更されたことを証する情報又は法人
識別事項が誤っていたことを証する情報を提供する必要があります
（不登令別表ᾩ添付情報欄イ、令６・３・22民二551第２部第１・４）。
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＜申請情報＞

登記の目的 ○番所有権変更
原 因 令和○年○月○日設立根拠法変更

（令和○年○月○日設立準拠法国変更）
変更後の法人識別事項

設立根拠法 ○○法
（設立準拠法国 ○国）

申 請 人 ○○市○○町○番地
○○組合

添 付 情 報 登記原因証明情報 代理権限証明情報
法人識別事項の変更を証する情報

＜登記記録例＞（参考：令６・３・22民二551別紙１・７(２)）

権 利 部（甲区）（所有権に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

○ 所有権移転 令和○年○月○日第
○号

原因 令和○年○月○日売買
所有者 ○○市○○町○番地
○○組合
設立根拠法 □□法

付記１号 ○番所有権
変更

令和○年○月○日第
○号

原因 令和○年○月○日設立根
拠法変更
法人識別事項 設立根拠法
○○法
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